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はじめに
　連合王国（UK）のうちイングランド（本稿では「英」「英国」と略）で現代に繋がる近代的な地方制度
が形成されたのは1830年代以降である。フランス（仏）とドイッ（独）でも、それぞれの経路を辿って現
代に至る。仏では大革命当時の新制度が中央集権確立の過程で改革され、現代にまで繋がる制度は19
世紀になってから整備されている。
　本稿では、元は基本的に同じ封建制度だった1とも言われる3か国での近代的地方制度の変遷を比
較する中から、英における特色を見出すことを試みる。英での制度の変遷に応じた時期区分によるが、
仏・独での動向を先に概観してのち、両国と比較しながら英を見る。独では邦ごとに異なるので、叙
述を簡略にするため、プロイセンのみを取り上げる。
　地方制度は総合的存在だが、本稿では比較検討する要素を①地方（自治）行政単位（Local
Government　Units　＝略LGUs）の編成、②（自治）行政機構パターン、③（自治）行政の担い手の選任方法、
④地方＋中央政府間関係（IGRと略）に限定する。
　これら3か国における地方制度の変遷については、各国ごとの叙述は邦語でも存在してきており筆
者も長年参考にしてきたが、それらを横断的に並べて比較した研究は、筆者の調査研究活動の不足も
あって、外国文献でもなかなか見当たらない。今回、筆者は、半年間の特別研究を頂いたのを機会に、
このような比較に挑戦したが、各国での歴史についてすら専門家でないため、資料の読み違いなども
あろうかと推測する。今後の研究計画としては、英国での歴史と特色を仏・独両国と比較しつつ叙述
していくつもりであり、本稿はそのための「試論」として位置づけたい。
☆ガバナンス研究科専任教授
1　A．deトクヴィル「旧体制と大革命』（小山勉訳・ちくま学芸文庫・1998）p．117　et　seq．
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第1，19世紀初頭における各国の地方制度
　1－1．仏・独における地方制度
1－1－1．フランスの地方制度
　フランス（仏）の地方制度は1789年の大革命以降さまざまな沿革を辿った。革命初期、旧体制での
区画を廃止するにあたって、1789年12月14日及び22日の2法律により、新たに区画された83県（d6－
partements）、ディストリクト2（districts＝1県あたり6～9ほど）、カントン（cantons）、そして約4万
4千のコミューンが、全国一律に設定された。コミューンは教会の教区（paroisse＝パロワス）をベース
にしたものだった。
　革命後に形成された制度は分権・自治的な仕組みだったが、その後、集権化と分権化の間を揺れ動
く。ナポレオン統治下の19世紀初頭、革命暦皿年雨月28日（耶蘇教グレゴリウス暦1800年2月17日）の
法律により、その後1980年代にまで基本的に持続する地方行政区画など地方制度の骨格が形成された。
LGUsが県、郡（arrondissements＝アロンディスマン＝402単位）、コミューンの3層となり、コミューン
は約3万8千に減少。郡とコミューンの間には5，105のカントンが設定されている。
　県と郡には、執行機関として、中央が任命する地方（県）長官（pr6fet）と郡長（sous－pr6fet）が配置さ
れた。同時に、主として租税に関して審議する県議会や郡議会、及び地方における行政争訟の一部を
所管する行政争訟県審議会が、合議制の諮問的組織として設けられた。それらのメンバーは名望家層
の中から中央政府が任命。
　コミューンには首長（メール）と議会を置くが、メールも議員も中央政府が任命。県長官、郡長、メー
ルの間は階統制で秩序づけられ、後見監督（tutelle）を軸に中央から基礎まで行政の統一性を確保する
集権制が形成された。
1－1－2．　ドイツの地方制度
（1）神聖ローマ帝国の消滅　18世紀のドイッ（独）は領邦国家の時代で、諸侯、伯、聖職者、帝国都市そ
れぞれの領邦が300に及ぶ小国に分立していた。ナポレオンに敗れた結果、多数の諸侯領や帝国都市
が取潰され、300もの領邦が40単位に再編成。神聖ローマ帝国は消滅し、貴族の特権が廃止され身分制
が解体されるなど、仏に倣った近代化が進む。
（2）プロイセンでの地方制度　独での近代的地方自治制は、まずプロイセンで1808年11月19日の「市制」
（Stadteordnung＝「シュタイン市制」）により整備された。自治機構の主体は公民団体が選挙する市議
会で、その機i関としての参事会（Magistrat）が執行機能を担う。選挙権など公民権は一定額以上の所
得のある男性に付与。シュタイン市制3は成果を上げ、他邦でも地方制度の整備を促し、独での地方自
治の出発点と位置づけられる。
2　仏の「ディストリクト」や「カントン」に「郡」という邦訳が使われる場合もあるが、「郡」は現行制度に至る「ア
　ロンディスマン」に頃合いと考えるので、本稿ではこれらにはカタカナ表記のみを用いる。
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　一方、農村部には1794年に一般郡部法（Allgemeine　Landrecht）が制定され、その中にドイツ語圏で
初のゲマインデ制（Gelneindeordnung）が含まれた（1891年まで継続）。村落に公共法人たる地位が付
与され、村長又は村判事など仲間から互選か輪番による代表が中心となり、共同体構成員たる資格を
持つ農場主たちが必要に応じて集会して多数決で決定し、また名誉職の参審裁判官らで村落裁判所を
構成して秩序維持にあたるなどして、地域の共同事務を担う方式であり、不動産所有者による自治的
運営の仕組みだった。
　1－2．イングランドにおける状況一さまざまな地方行政主体の存在一
　19世紀初頭の英には「地方政府」（local　government）と集合的に呼べるような普遍的な地方制度は
存在しなかった。地域ごとに多種多様な地方行政主体が存在し、それらを全体として見れば地方制度
に相当する姿に見えたに過ぎない。多様な行政主体は様々な所管区域を重畳して持っていたし、実際
には機能していない場合もあった。同じような名称の組織でも形態や権限は区々で、相互に整序され
た関係にはなかった。
1－2－1．パリッシュ（parish）
　当時、広く存在した地方行政単位は英国教会の教区（パリッシュ）である。教区民は地区教会堂の
ヴェストリ（祭服室）に会合（ヴェストリ会議）し、役員を選び、教会税の額を決めていた。教区に行政
活動の任務を負わせたのが、1530年橋梁法、1555年公共道路法、1601年救貧法（Poor　Relief　Act）など
だった。救貧委員などの役員（無報酬）は教区民の中から選出。教区民は公共道路の維持管理や有害鳥
獣の駆除のため労役を提供し、救貧の経費に充てるための救貧税などを占用する財産の価値の多寡に
応じて負担した。
　ナポレオン戦争による社会経済の変動は多くの失業者と低賃金労働者を生み出して、救貧税の急激
な±曽嵩をもたらし、小規模なパリッシュによる救貧事務執行の仕組みを作動不能にする。1830年代初
めには英で1万5千以上のパリッシュが存在したが、規模や任務には地域間で大きな差があった。効
率的な運営をしている地域もあったが、一部住民だけの浪費と腐敗の温床となり、救貧のための資産
税収入がヴェストリ会議メンバーの娯楽と晩さん会につぎ込まれる場合も多かった4。
1－2－2．　カウンティ（county）
　広域的な行政区域は「カウンティ」で我国の「県」に相当。その行政は、国王の任命した地方長官
が選任する治安判事数名（Justices　of　the　Peace＝略JPs）で構成する四季裁判所が司法的・行政的任務
を果たしていた。∫Pとなる資格は自由土地保有者かつ英国教会メンバーたることであったため、受
禄牧師や地主という名望家のみが、その職に就くことができた。
3　シュタインによる改革に仏革命や英国などがどんな影響を与えたのかについては、ドイッでも論争があった。例え
ば林健太郎「プロイセン改革とフランス革命」in『ドイッ史論集』（昭和51年・中央公論社刊）を参照すると、「シュタ
インの模範は精神的にはイギリスに、実際の手段としてはアンシャン・レジームの改革思想にある」とされている（同
論文p．29）。
4　BKeith－Lucas，　The　English　Local　Government　Franchise，（1952），p．15．
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　JPsは管轄区域内を巡回して、国王の名の下に法秩序の維持にあたるとともに、酒場（パブ）を監督
し、橋梁や監獄の建設管理を統括し、パリッシュにおける救貧法等の事務の執行を指揮監督するなど
行政的な任務を遂行していた。
1－2－3．バ　ラ（borough）
　「バラ」は国王の勅許状で特別の地位を与えられた町を表す呼称だった。特別の地位とは、カウン
ティから独立して周辺とは別のJPsが置かれることや国会庶民院議員の選挙区たること等であり、特
権階層が独占する「ポケット選挙区」や「腐敗選挙区」も見られた。
　バラは国王に従順な国会をつくるため意図的に増設された。都市の自治を担うものだけでなく、王
権支持者から議員を送り込むために存在することも多かった。法人格を付与されたのは、都市そのも
のではなく、国王に提供する金銭を負担した一部市民の集合体にで、その仲間から構成員を選び出す
ことで法人として存続していた。都市の財産や行政は閉鎖的集団の手中にあり、彼等は浪費と腐敗を
生んでいたが、一般市民は彼等が制定する条例などに従わされた。国教会に同調しない人々は議会に
加わることができなかった。
1－2－4．行政特別組織（ad　hoc　body）
　行政特別組織は、地方行政の分野では17世紀以降、特に重要な役割を果たしていた。道路、救貧、
都市改良、治安維持等多くの分野で活用された制度である。パリッシュ、カウンティ、バラが新たな
行政需要に対応しえない場合に、地方法によって地域ごとに個々に設立され、理事会や委員会の形で
少数メンバーで構成された。バラやパリッシュの区域に拘らず、特定分野の行政活動の便宜から所管
区域が画定され重畳する形となっていた。
　1－3．この時期の英での特色
　この時期の英での制度を仏独と比較すると、次のような特色が見える。
①LGUs編成等・一一英では、バラとパリッシュという伝統的単位はあるものの、産業革命期の社会
変動の中で、それらが行政機能を担う能力が減衰する一方、各種の特定目的の組織がバラバラに設定
されており、教区をベースにしたコミューンや、ゲマインデのような地域共同体が、総合的LGUsと
位置づけられていた仏・独とは異なる。
②（自治）行政機構…　英ではLGUごとに自治機構が異なり、パリッシュでは（開放又は閉鎖）ヴェス
トリ会議、バラでは閉鎖的議会、広域単位では治安判事（JPs）、特別組織は設立根拠法により区々の合
議体で、仏・独と較べて首長などの執行部が明確でなかった。
③担い手の選任…　英では、都市でも農村でも有力者層が担い手であり、広域単位のJPsも土地所
有者など名望家層から任命されていた。ただ仏・独でも中央任命制や制限選挙制により名望家層が選
任されていた。
④IGR…　英ではLGUの種類により中央との関係が異なる。バラやパリッシュは行政機能の担い手
たる意義を失う一方、特別組織は各個別地方法でその作動を統制されていた。広域レベルでは、行政
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的任務も担うJPsは中央政府任命だという点では、仏で広域レベルに中央政府が任命する官僚首長が
置かれていたのと同様になっていた。
第2．1830年代の地方制度一英での改革と仏・独両国の動向一
　2－1．仏・独における1830年代の動向
2－1－1．フランスでの地方制度の動向
　仏では、1830年の「7月革命」を経て後に成立した「7月王政」の下で、1831年3月21日法により、
コミューン議会議員の公選制（＝多額納税者による制限選挙制）と議員中からのメールの中央政府任命、
さらに1833年6月22日法により県議会と郡議会の議員にも陪審員資格か多額納税により決まる制限選
挙制が導入された。
　コミューンには1837年7月18日法で法人格が認められ、固有の資産を保有管理できるようになるが、
地方長官を軸にした中央による後見監督は厳格なままとされた。1838年5月10日法で県議会にも資産
保有が認められ、黙示的ながら法人格を付与したと解釈される。県議会の権限が拡大された上、一部
事項については決定する権限も認められた。
2－1－2．　ドイツでの地方制度の動向
　独ではナポレオンの失脚とともに統一への動きが起き、まず各邦5の主権を維持した「ドイッ同盟」
（Deutscher　Bund＝35君主国＋4自由都市で同盟）が1815年に結成される。1810年代半ば以降、各邦で
立憲主義の憲法が制定されていく。
　プロイセンは、仏支配下からライン左岸を取り戻し、ヴェストファーレンを編入。1823年には、土
地所有で選挙資格を決め、諸侯、都市代表、農村代表など身分ごとに議員を割当てる諮問的議会を邦
内各州に設置、シュタイン市制で都市に認められた自治団体にまでは至らないが、州に独自の位置づ
けを付与した。1831年3月17日に市制が改正され、議会と参事会の決定の合致が必要とされる「真正
参事会制」（echte　Magistratsverfassung）が導入されるとともに、都市団体に対する中央政府の統制が
強化された。
　2－2．イングランドにおける1830年代の改革
　英では、産業革命の進展とナポレオン戦争に伴う社会経済の混乱の中で、地方自治組織は混迷の度
を深め時代変化に対応できなかった。国政レベルで1832年選挙法改正など急進的改革が進み、その改
革の波は地方制度にも及び、1830年代の半ばに1834年救貧法改正法と1835年都市自治体法が制定され
た。
2－2－1．1834年救貧法改正法
5　ドイツ諸邦はナポレオンの時代に整理され、かつて300以上あった諸邦が39だけになっていた。
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（1）パリッシュ連合と貧窮者救護官会一地方の救貧行政主体の広域組織化一　1834年救貧法改正法は
地方の救貧行政を中央主導で強制的に広域化した。救貧事務は個別パリッシュから約700の広域的「パ
リッシュ連合」に移管。連合には複数の貧窮者救護官から成る救護官会が置かれて、救貧法事務の管
理執行にあたる。救護官には、カウンティのJPsと資産税支払者の選挙で選ばれる者が就任するが、
その選挙は救貧税負担額に応じて1～6票を与える「複数投票」制によった。救護官会の下には日常
の事務を処理する有給の職員が任用され、従来の名誉職たる救貧委員は廃止された。
（2）救貧法（中央）委員会一中央政府組織一　中央政府に「救貧法（中央）委員会」が設立され、パリッシュ
連合の設立などを所管。委員会は3人の救貧法（中央）委員で構成、その下に事務局長など職員が配属
されて、パリッシュを救貧行政執行上の便宜の観点から束ね、多くの場合、市場が開設される町を中
心に周辺部を包含した広域的連合を設立した。数々の規則や通達が発せられるとともに、検査官が任
命されて、地方での事務処理を中央が統制する態勢が整えられた。さらに中央は監査官を任命して連
合の会計監査を行い、不適正な支出があれば是正を指示し関係者に損害賠償させるなど、厳重な中央
統制が行われる仕組みが形成された。
2－2－2．1835年の都市自治体法
　1835年には都市自治体法が制定され、非効率と腐敗の目立ったバラの自治機構が改革される。同法
は、少なくとも246存在していたバラのうち、自治団体としての実体を有する178都市に限ってバラと
して存続を認めた。同法の主要な内容は次の通り。
（ア）バラ議会の議員は資産税支払者の制限選挙で選出するが、投票は1人1票とする。
（イ）バラの行財政運営を改善するため中央統制を強化する。バラの主たる行政機能たる治安など秩序
維持を担う監視委員会が4半期ごとに中央の内務大臣に状況報告する。治安維持等のために条例を制
定しうるが、枢密院の承認を要する。起債や財産処分についても中央の承認を要する。
　この改革で、放漫な運営が続いていたバラは「公の財産の受託者」としての性格を強め、「浪費」に
代わり「倹約」が強調される。同時に1835年法は、バラの享受してきた「都市の自治」に、自立して
いる市民に広く選挙権を与えるという「民主主義」の理念を初めて結合させたという意味からも画期
的だったと言われる。逆に言えば、バラは一部市民の閉鎖的集団で、「地方自治」はあっても「民主主
義」とは言い難い状態だった。2つの観念は、実際には別々に発生し、別々の歴史を歩んでいたので
ある。
2－2－3．国会と地方の選挙制度の比較
　1832年選挙法改正は国会議員にのみ関わるもので、地方選挙の場合は異なる制度によった。また、
選挙制度は都市部と農村部でも異なっていた。国政選挙では「10ポンド家屋占用選挙権」とか「10ポ
ンド世帯主選挙権」などと呼ばれた。20歳以上の男子で年間使用価値（賃貸料を基礎）が10ポンド以上
の家屋等を占用している人（世帯主）に1人1票の投票権（公開投票）を与えるものだった6。この定め
で有権者は凡そ5割も増加したが、なお総人口の3％程度だけが参政しえたに止まり、女性と下層市
民層や労働者層は無縁のままだった。
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　被選挙資格も年価値300ポンド（カウンティ選出の場合600ポンド）の土地を所有すべきことと定めら
れたままだったから、庶民院議員の社会的基盤は改正前と大差がなかったと言われる（議員の財産資
格は1858年に撤廃）。
　一方、1835年の都市自治体法による制度（＝1人1票の署名投票）は「資産税支払者選挙権」とか「世
帯主選挙権」と呼ばれ、国政よりも広く選挙権を認めたと理解されることが多いが、実際には35年法
の定めは32年選挙法改正法と較べて幅広かったわけではない。世帯主でも独立家屋に居住していない
間借り人や課税用の資産評価がされない小住居に住む人々には選挙権が与えられないので、労働者層
は投票に参加できなかったのである。
　他方、1834年救貧法改正法の効果も同様だったと推測される。選挙権が資産の占用者たる税支払者
だけでなく土地所有者にも与えられたから伝統的勢力の影響は温存された一方、「資産税支払」要件で
は労働者にまで選挙権は拡大されない7。加えて、富裕層に最大6票まで複数投票を認めており、貧窮
者救護官は毎回同じ顔ぶれの富裕な農民層となった。
2－2－4．カウンティ
　カウンティについても改革の必要性が唱えられた。年々増嵩するカウンティ税負担に対する不満も
増大していた。JPsは資産評価し税を賦課徴収したが、名望家層の中から中央政府により任命されて
いたから、農業者の声が反映されていたわけではない。国会には幾つも法案が提出されたが具体化さ
れるには至らなかった。JPsを執政者とするカウンティの制度は1889年に至るまで変更されずに存続
する。
　2－3，この時期の英における特色
①LGUs編成…　英での中央主導で救貧行政のために強制的に広域化したLGUs設定は、やはり教
区がベースのコミューンを今日に至るまで持続させる仏とは著しく異なる。
②（自治）行政機構…　広域化したパリッシュ連合に数人の救護官を置く方式は、行政特別組織に類
似したもので、英での特色と言える。バラとして存続する都市には制限選挙制による議会を設け、同
時に中央統制を強化したが、それは仏での1831年の改革、また独でのシュタイン市制＋1831年の改革
の結果とほぼ同様と考えられる。
③担い手の選任一一・救護官もバラの議員も制限選挙制により選任されるが、制限制は同時期の仏・
独での改革でも採用されている。広域レベルを見ると、仏・独では、諮問的なものながら、制限選挙
による議員で構成する議会を1830年代に創設したが、英では中央任命制のJPsによる方式には変更が
ない。
④IGR・一一英では中央統制が強化されたが、仏では後見監督の枠組みの中で若干の自治強化が実現
6　1832年選挙法改正については、横越英一『近代政党史研究』（1960年）、及び中村英勝『イギリス議会史』（新版・昭
和52年）、G．M，トレヴェリアン（大野真弓監訳）『イギリス史』（3／e　1945年）等を参照。
7　B．Keith－Lucas，　op．cit．（1952），p，36．
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し、また、独では真正参事会制の導入が中央統制強化に繋がっているなど、国ごとに異なる方向が見
られた。
第3．19世紀中頃における地方制度改革
　3－1．仏・独における動向
3－1－1．フランスにおける地方制度改革
　仏では、「2月革命」後の第2共和政の下で、1848年7月3日の法律（申央については3月5日のデ
クレ）により、地方議会議員について男子普通選挙権（＝21歳以上の成人男子に選挙権）が創始された（欧
州初。女性の参政権は1945年に実現）。人口6千人以上のコミューンについては、メールと副首長を
中央が任命する仕組みは維持される。さらにナポレオン皿世の第2帝政の下では、メールと副首長た
ちが議会外から任命される仕組みが復活する。
3－1－2．　ドイツにおける地方制度改革
　独では、1853年にプロイセン、ブランデンブルクなど東部6州（Provinz）で新しい市制
（Stadteordnung）が公布され、その後1918年まで効力を持ち続けることになる。その市制はヴェスト
ファーレン、ライン、ハノーファーなどの19世紀中頃の制度改正のモデルとなる。その基本原理は、
地方団体が住民の地域共同体であること、3級選挙制（納税額により有権者を3区分。1918年まで継
続）、市議会による市参事会の選任と両者の2元・分離決定の仕組み（＝「真正参事会制」）、中央統制の
強化などであった。
　3－2．イングランドにおける地方制度改革
3－2－1．公衆保健衛生問題
　1840年代に入ると公衆保健衛生（public　health）の問題が顕著になった。産業革命の進展で人口が都
市部に集中したが、無秩序に肥大した新興都市における生活環境は著しく劣悪だった。ロンドンでも、
マンチェスターやリーズのような新興都市でも、必要な公共施設は蓄積されていなかった。各地で、
コレラ、天然痘、チフス等々の疫病が流行し、公衆保健衛生の問題が顕著になった。例えばコレラは、
1831～32年、48～49年、さらに54年と3回にわたって各地で蔓延した。
　公衆保健衛生の問題の解決は、強力な中央集権によるという考え方と、「自由放任」を維持しようと
する考え方を両極とする多種多様な考え方の対立と妥協のプロセスに委ねられていく。各種立法で地
方行政主体に数々の「公衆保健衛生」事務が背負わされたが、衛生状態の改善という目的を達成する
には、都市の生活条件全体を改造することが不可欠であり、public　healthの裾野は大変に広いものだっ
た8。
3－2－2．公衆保健衛生に関する諸立法
（1）1830年代以前の関係法　英では、関係者の発議に基づき国会で地方法が制定され、それにより設立
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された特別組織の手で衛生行政が進められた地域が少なくない。全国普遍的に適用される公共一般法
は1830年代になるまで制定されず、コレラ等の流行によって初めて問題の深刻さが認識され、その対
応策が採られるに至った。
（2）1848年公衆保健衛生法
①1848年法の意義　1848年に至り「イングランド及びウェールズの都市や人口稠密地域における衛生
状態を改善するためには、さらに多くの、より実効ある規定が必要であり、また、それらの地域にお
ける水の供給、下水道、排水施設、清掃、そして道路舗装は、できる限り単一の地方行政主体の管理・
統制の下に置くことが適切である」9という基本認識に立ち、最初の統合的な公衆保健衛生立法として、
1848年公衆保健衛生法（Public　Health　Act）が制定される。同法は任意採択法だったが、今日に至るま
での数々の関係立法の基礎を築いた点で、英の地方行政史上で極めて重要な意義を持つ。
②公衆保健衛生関連分野の総合化　1848年法は、それまで多くの地方法によって特別組織を中心とす
る地方行政主体に付与されてきた種々の権能を盛り込み、総合化することによって、それを採択する
LGUsが地方法制定という時間と費用のかかるプロセスを通らず迅速に、公衆保健衛生にかかる総合
的な権能を掌握できるようにした。その中に盛り込まれた権能は、下水道や排水施設、井戸、水道、
ガス、廃棄物処理、と畜場、有害物規制、迷惑行為の防除、道路舗装、街路・住居・賃貸住宅・地下
室等の規制、埋葬地や広場の供給管理、それらの機能を遂行するのに必要な土地の買収、資産税の賦
課徴収、さらに法律の枠内での条例制定（ただし主務大臣の認可が必要）に至るまで、幅広いものであっ
た。
③中央＋地方の行政組織の整備　歴史上で重要なのは、48年法が、こうした行政権限の総合化・一元
化を図るために、中央＋地方の行政組織の在り方を改革したことである。中央政府には3人の理事で
構成する保健衛生総合理事会が設置され、その長は国務大臣として国会に責任を負うこととなった。
これは救貧法中央委員会と同じパターンの組織であり、地方の行政主体に対し救貧法と同様の中央統
制を行う権限が与えられた。
　同理事会は事務局長などの職員や検査官を任命して、地方の関係行政執行をチェックさせ、会計を
監査し、地方による迷惑行為検査官の任免に対し拒否権を行使する。
④地方保健衛生区と地方保健衛生理事会　地方における行政組織を整備するため、理事会は、資産税
支払者からの請願を受け又は特に死亡率が高いと認める場合に、地方保健衛生区を設定し、それを所
轄する衛生当局として地方保健衛生理事会（10cal　board　of　health）を置くこととなった。請願は救貧税
支払者の1／10以上で30人以上の者から提出されることが要件とされ、死亡率は過去7年以上の期間
における年平均死亡率が23／1000を超える場合と規定されたlo。行政組織の錯綜を防ぐため、バラの区
8　チャドウィックを中心とする公衆保健衛生運動について、詳しくはR．A．Lewis，　Edwin　Chadwick　and　the　Public
　Health　Movement　1832－1854，（1952）及びW．M．Frazer，　A　History　of　English　Public　Health　1834－1939，（1950）を参照。
9　Public　Health　Act　1848の前文。
10　Public　Health　Act　1848，　s．皿．
一147一
50　　　　1　口　　2011　　10
域ではその議会（＝バラ自治体）が当局になるが、その他の地域では、地域の実情に合わせながら、公
選による全く新しい地方行政当局が形成されることとなった。
　この地方理事会には衛生区税を賦課徴収する権限が与えられた。衛生区税も救貧税の仕組みを基礎
とするものであった。また、理事会の指揮の下に特定の行政活動を担う委員会を設置できると同時に、
迷惑行為検査官等の専門職員を任用することとされた。1848年法は、最初の総合的立法だっただけで
なく、新しく必要となった様々な行政事務の担い手として地方行政組織の今日に至る基本形となる形
での地方行政主体を生み出した点で、歴史上重要な意義をもつ立法だったのである。
（3）1858年地方行政法一中央＋地方の行政体制の再編一　1858年に至り、中央の保健衛生総合理事会
が廃止され、その権限は一部は枢密院、一部は内務大臣へと分割して引き継がれる。同年、1848年法
を改正する形で地方行政法（Local　Government　Act）が制定されたが、同法は1848年法の一部を改正す
る内容のものであり、48年法と一体のものとして理解されたから、むしろPublic　Health　Actの改正法
と呼ばれるにふさわしかった。
　同法で、まず中央政府組織が改編されて地方行政法事務局（Local　Government　Act　Office）が内務大
臣の下に設置されて、同法の施行と地方に対する中央統制にあたる。地方での行政体制については、
まず、地方行政当局は地元側の要請無しには形成されえないこととする一方、各地域による法律の採
択手続きを簡素化することによって、地方における行政当局の設立を促進することとした。地方の理
事会の権限が強化され、中央政府が発し国会が承認する暫定命令を得れば私人の財産を強制収用でき
るという画期的権限をはじめ、公衆衛生関係施設の建設や地域の警察の権限も与えられるようになっ
た。
　地方での保健衛生区の設置は、その後もペースが衰えることなく、1870年の8月末現在の調査では
670に上る区が存在しており、その他に114の都市改良委員会が地方の衛生行政当局としての任務を果
たしている11。58年法による法律採択手続きの簡素化の効果が、これらの数字に表れていると言えよ
う。
　3－3．この時期の英国における特色
①LGUs編成等…　地方に保健衛生区＋地方衛生当局を置き、保健衛生に関係する分野の行政を幅
広く一元化・総合化したことは、LGUsが区々だった英であればこそ必要になった改革である。仏・
独では、実際の事務内容は違うにしても、基礎レベルの地方的行政事務はコミューンやゲマインデの
手中に総合化されていた。
②（自治）行政機構…　地方衛生当局は、既存のバラ議会がなる場合も含めて、地方税負担に関連付
けた制限選挙による公選でメンバーを選任した。選任方法としては、独での3級選挙制と仏で1848年
に実現した普通選挙権制度の中間に位置する。
11J．Redlich　and　F．WHirst，　History　of　Local　Government　in　England（2／e　1970），p．152，　fn．2．
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③担い手一一・地方税納税者による選挙である点で従前と同じ。
④IGR…　中央では内務大臣を独任での責任者とした上で、その下に所管組織を設立し、地方の行
政にかかる検査官を置き、会計監査もするなど中央統制の体制を強化している。また、この時期以降、
各種の分野別立法によって、地方条例の主務大臣承認制、地方当局の義務僻怠に対応する職務執行命
令（order　of　mandamus）や代執行などの中央統制手段も順次制度化されている。仏・独と較べ、仕組
みは異なるものの、中央統制強化という方向は同様であった。
第4．1870年代における地方制度改革
　4－1．仏独での動向
4－1－1．フランス第3共和政下での改革
　1871年1月、普仏戦争は終結に向かう。同年3月に成立した「パリ・コミューン」は「72日間の夢」
に終わり、8月31日にはティエールが大統領に就任する。1875年1月に第3共和政憲法が成立して後
も政治的な激動は続いたが、1879年頃には議会が大統領に優i越する第3共和政の政体が定着し、その
後1940年に至るまで持続することとなった。
　さらに1871年8月10日法により、県議会議員は任期6年で3年ごとに半数が改選される仕組み（現
在と同様の2回投票多数制）となると同時に、議会に一部案件の議決権が付与されたが、県行政の執行
権は地方長官の手中に留まったままであった。なお同法で、県議会内に4～7名の議員から成り毎月
会合する常務委員会（commission　d合partmentale）を置き、本会議の委任する範囲で、地方長官の行政
執行を継続的に監視するシステムが導入されている（本会議だと会期は年2回のみ）。
4－1－2．　ドイツにおける1870年代の改革
　1871年、新しいドイツ帝国（＝第2帝政）が成立し、立憲君主制と連邦制を基礎とする1871年4月16日
ドイツ帝国憲法（＝「ビスマルク憲法」）が公布される。普仏戦争にプロイセンが勝利。新帝国は22君主
国＋3自由都市さらに仏から獲得した今日の仏領アルザス・ロレーヌからなり、プロイセンが主導す
るものであった。
　ゲマインデ制など地方制度は各邦の権限とされ、1870年代のプロイセンで、「グナイストの改革」と
も呼ばれる改革が行われる。1872年に制定された「郡制」（Kreisordnung）により、郡は引き続き邦の
行政区画でもあるが、公法上の自治団体（Kommunalverband）たる性格も付与された。郡議会
（Kreistag）における選挙制度では営業者も参加することで大土地所有者の力が抑制され、議会から選
ばれた6人の名誉職の郡公民（KreisbUrger）で構成する郡参事会（Kreisausschuss）が重要な地方自治
行政機能を担う。議長でもある首長たる郡長は邦官吏（二重の性格）でもあり国王が任命するが、その
人事には議会が提案権を持つ（ただし中央政府は拘束されない）。首長や郡参事会は邦の行政事務も担
当する。なお、人口25千人以上の都市は単独で郡たりうるとされている。
　1875年にはプロイセン内の州（Provinz）の制度が改革される。州は公法上の自治団体とされ、邦行
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政の一部を州に財源措置（交付金）付きで委譲して州自治行政とし、州議会議員は、農村部では郡議会
が、都市郡の地域では市議会と市参事会が合同で、それぞれ選出する方式に改められた（1820年代から
身分制［Stande］州議会だった）。
　4－2．イングランドにおける1870年代の地方制度改革
4－2－1．1871年法による中央＋地方の行政組織の整備
　1871年には地方行政法（Local　Government　Act）カ9’制定され、中央政府に地方行政理事会（Local
Government　Board）が設置された。それまで、中央での公衆保健衛生に関する権限は枢密院、内務省、
救貧法中央理事会等が分担していたが、まとめて地方行政理事会が一元的に所掌することとなった。
1872年には新しい公衆保健衛生法が制定され、イングランド及びウェールズの全土にわたって地方保
健衛生当局が設立されるとともに、中央における公共道路法関係の権限も内務省から地方行政理事会
に移管された。
4－2－2．体系的地方行政体制の整備一1875年公衆保健衛生法一
　1875年に至り「それまで20年以上の長きにわたり止まるところを知らなかった公衆衛生立法の奔流
が長期間にわたって正に流れることを停止した」12と評されるほどの歴史的意義を持つ総合的・体系
的な立法たる1875年公衆保健衛生法（Public　Health　Act）が制定された。同法は、その後1936年に至る
まで半世紀以上にわたり公衆保健衛生行政の基礎法としての地位を維持することになる。それまでの
40以上に及ぶ法律を総合的・体系的に集大成し、本則が343ヶ条、別表が5表からなる膨大な法典であ
り、諸々のルールと行政組織についての諸規定が明解かつ秩序立って盛り込まれたものであった。
　1872年及び75年の法律によって、ロンドンを除くイングランド及びウェールズの全域が、その形態
に応じて、市街地保健衛生区と農村保健衛生区によってカバーされた。市街地化した前者では、既存
の都市議会、地方保健衛生理事会、又は都市改良委員会が市街地区衛生当局となり、農村部の後者で
は貧窮者救護官会が農村区衛生当局になった。市街地と農村部との差異に応じて地方行政権限に差が
設けられ、市街地区当局には、より幅広い権限が付与された。一方、これらの地方の行政全体を中央
において統制する役割が、新設された地方行政理事会に与えられた。
　こうして、公衆保健衛生と貧窮者の救済に関する限り、全国にわたって普遍的な行政組織が整備さ
れた。この時に整備された行政区画と衛生当局が後の総合的なLGUsの原型となったことも、1875年
法の歴史的意義の大きさを表している。
　4－3．この時期の英での特色
①LGUs編成等…　英では、基礎レベル地方的行政事務を所管していた各種のLGUsを一元化した
地方保健衛生区を全土に設定する。独では、広域レベルの郡（Kreis）にも自治団体たる性格が付与さ
12W．M．Frazer，　op．cit．（1950），p．126．
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れたが、英では、カウンティの自治団体化は未だ実現していない。
②（自治）行政機構…　仏では、郡や県の執行権は中央官僚（県長官＋郡長官）の手中にあるが、議会
による監視機能を高めるための常務委員会制が導入された一方、独では、新たに自治団体化された郡
に議会＋議会選出の参事会という機構を設定し、郡長は議会の提案により中央が任命するという形に
なり、両国とも広域レベルでの地方自治機能を強める方向での改革がなされている。英国での改革は、
既存の各種基礎レベルLGUsを総合的な地方保健衛生当局として位置づけたものであり、その自治機
構に変化はなかった。
③担い手…　独では、選挙制度によって大土地所有者層の力を抑制したが、英では、選挙制度に格
別の変化はなく、従来どおり資産税支払いに関係づけた制限選挙制だった。
④IGR…　仏では、県・郡長官への議会による監視機能を強化し、独では、広域レベルでの国家行
政と地方自治行政とを区別して、それぞれ自治を強化した。一方、英では、中央に地方行政理事会が
創設され、LGUsとの関係を一元化する方向での組織改革が実行された。地方＋中央IGRを担う中央
政府の組織として、仏のような地方長官＋その事務局という仕組みを設けずに、ロンドン所在の本省
庁が個別・直接に各分野タテ割りで統制するという英国式の枠組みの中で公衆保健衛生を中心とした
範囲の総合化への取り組みだった。
第5．1880～1890年代における改革と19世紀末時点の状況
　5－1．仏独における動向
5－1－1．1880～1890年代のフランスにおける改革
　1882年3月28日法と1884年4月5日法によりパリを除く全コミューンに規模等の区別なく自治議会
（＋メール）が設置される。議員は一斉に改選し、執行機関たるメールと副首長たちを議員間で互選す
るシステムが整った（パリでは1975年に導入）。コミューン関係の基本的事項を規律する従前の各法の
内容が一本化されて、コミューン関係事項についての「一般的権限」（comp6tence　g6nerale）をコミュー
ンに認めた。ただ、コミューンによる各種の意思決定は地方長官の後見監督の下にあり、その承認を
得て後に初めて執行可能となる点には変更がない。
　また1890年3月22日法により、コミューン問の事務の広域的な共同処理のため、一部事務組合
（syndicat　de　communes）の仕組みが制度化された。ただ、それは単一の事務についての広域組合であ
り、複数の事務を共同処理しうる複合組合は1959年1月5日法の制定によってだった。
5－1－2．　ドイツにおける1890年代の改革
　プロイセン東部7州では、1891年7月3日に郡部ゲマインデ制（Landgemeindeordnung）によって
伝統的な農場領主層（Gutsherrschaft）の支配的地位は排除され、民主的に選ばれるゲマインデ議会や
首長が自治の中心的機関となる。この制度はワイマール憲法時代の1927年まで持続する。
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　5－2．イングランドにおける動向一簡素化と民主化による近代的制度の形成一
5－2－1，混沌とした地方制度
　1830年代から70年代にかけての数々の立法は、混乱し非効率だった地方の行政組織を再編整備した
が、1835年都市自治体法を除いて、救貧や公衆保健衛生という特定分野に関する行政体制の整備を主
眼としたために、特定目的の行政組織を分野ごとに各地に創設し、地方制度が複雑化する結果になっ
ていた。
　選挙制度も錯綜していた。1880年代半ばにおける各種の地方自治行政主体にかかる制度をみると、
選挙期日や任期が区々であることに加え、そもそもの選挙権や被選挙資格、投票方法等あらゆる面で
相違しており、地方制度の複雑性の度合を一層強めていた。選挙権は1人1票の場合と1～6票など
の複数投票の場合とあったが、いずれも資産税支払に着目して付与された。秘密ではなく、署名、在
宅、挙手など、投票方法もさまざまだった。
5－2－2．カウンティ制度の民主化一1888年地方自治法一
（1）1888年地方自治法　「カウンティ議会法」とも通称された1888年地方自治法（Local　G。vernment
Act）は、カウンティの制度を改革した。同法の主な内容は次のとおり。
①JPsの権限を司法的事務と行政的事務とに区分し、後者のほとんどを新設するカウンティ議会
（county　council＝略CC）に移管、
②カウンティ議会議員は資産税支払者により直接選挙（＝制限選挙）。
③全ての資産税支払者が選挙権を持ち1人1票で秘密投票、
④バラのうちで、人口5万人以上の57都市と、人口は少ないが古くからの伝統があるカンタベリー、
チェスター、ウースター及びバートン・オン・トレントの4都市、合計61都市に「カウンティ・バラ」
（county－borough＝略CB）という特別の地位を与え、バラとしての権限に加えてカウンティの権限を
付与すること。CBの区域はカウンティの行政区域から除外されて単層制の地方自治単位編成となる
こと。
（2）カウンティ議会議員の選挙　カウンティ議会の議員は、間接選挙による特別議員を除いて、資産税
支払者の直接選挙で公選されることとなった。選挙権については、1888年カウンティ選挙人法と呼ば
れる別の法律で規定され、従前からのバラの区域ではカウンティの議会議員選挙についてもバラ議会
議員の選挙と同じ要件とし、それ以外の地域では、1884年の第3次選挙法改正13で国会の庶民院議員
選挙について定められたと同じく、世帯主及び10ポンド家屋占用者に選挙権を付与することとされた。
　1889年に第1回のカウンティ議会議員選挙が執行されたが、立候補者の多くは伝統的支配階層たる
土地貴族やJPsであり、労働者階層からも立候補する者が見られたのは、ごく限られた地域だけで
あった。選挙の結果、選ばれたカウンティ議会議員の半数はJPsであり、それ以外の議員もほとんど
は同じ社会階層に属する地主たちだった14。四季裁判所の裁判長（＝JP）や地方長官が議会議長に就任
13　国政レベルでの第3次選挙法改正については中村英勝、前掲書（新版・1977年）p，106以下参照。
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した事例が目立ち、郷紳層の退場には結びつかず、彼等の統治が法的に正統性を認められる結果になっ
た15。
5－2－3．基礎レベル自治単位の改革
（1）1894年地方自治法の意義　基礎レベルLGUsについては、自由党の第4次グラッドストーン内閣
の下で、1894年地方自治法（Local　Government　Act）が制定された。同法は1888年法とともに、その後
1970年代に至るまで80年の長きにわたり英の地方制度の基礎法となり、19世紀中の数々の改革は完結
する。
（2）ディストリクト議会の設置　1894年法は、まず、1870年代の改革で形成された市街地衛生区と農村
衛生区を再編成して「市街地ディストリクト」と「農村ディストリクト」とし16、そこに「ディストリ
クト議会」（district　council＝DCと略）を設置した。市街化された地域における地方保健衛生当局と
しては、従来はバラ議会、地方保健衛生理事会、及び都市改良委員会があったが、それらの行政権限
は市街地DCに移管される。農村部では、従前の農村区衛生当局が農村DCに再編・改組された。農
村部の改良委員会や地方保健衛生理事会も農村DCへと改組されて消滅する。
（3）地方行政の主体と区域の簡素・体系化　新しいディストリクトの区域は、行政区域の錯綜を排除す
るように整序された。地方における自治行政主体と行政区域の簡素化、体系化が図られ、長年に及ん
だ混乱に一応の終止符が打たれた。
　結果、2層制LGUs編成での基礎レベルにおける主要な行政機能は、救貧と教育に関する事務を除
き、新しいDCに一元化された。農村部ではDC議員に選ばれた者が自動的に貧窮者救護官に就任す
ることとされ、DCとパリッシュ連合の区域が一致する場合は救貧事務も農村DCによって執行され
るのと同じことになった。
　DCメンバーは直接公選で選挙される。その選挙権は国政及びカウンティ議会の選挙権者に付与さ
れ「1人1票」と明確に定められた。地方における選挙制度も、ほぼ統一のとれた仕組みとなり錯綜
状態も整序された。
（4）パリッシュの復興へ　1894年法はDCを制度化したに止まらず、パリッシュの復興も企図した。
農村ディストリクト内に所在する全てのパリッシュについて住民自治組織を整備することとし、人口
規模等に応じて、住民代表からなる「パリッシュ議会」か、有権者からなる「パリッシュ総会」を設
けることとした。
　地域共同体たる機能が既にほぼ失われていたパリッシュは中世のように村落の住民自治組織として
復活するように期待された。その議会の議員は「1人1票」の原則に基づく直接選挙とされ、遂に英
の中央と地方の全体を通じて複数投票制が排除されるに至った。
14B．Keith－Lucas，　op．cit．（1952），p．114．によれば、例えばウェストモーランド（Westmoreland）では選ばれた議員の3／4が
　治安判事（JPs）だったという。
15　1bid．
16　これらを「カウンティ・ディストリクト」（county　district）と呼び、広域LGUのカウンティと合わせて2層制の自治
　単位編成の地域であることを示すと同時に、他の種々の「地区」と区別することがある。
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（5）1894年法の成果　1894年法は錯綜した地方行政組織を整序すると同時に、全ての資産税支払者が
対等の選挙権を持つシステム（＝制限選挙制）を全レベルのLGUsに導入し、英としては「民主的な地
方制度を築き上げる偉大な方策の最後」17の立法だった。
5－2－4．体系化された地方制度の完成一ロンドンにおける首都特別区の設定一
　1899年、ロンドン自治法（London　Government　Act）が制定され、ロンドンCCの区域内にあった各
種行政区やパリッシュが再編されてシティ及び28首都特別区に区分され、それぞれに行政主体として
首都特別区議会（略MBC）が設置された。　MBCは、公選議員と、公選議員が間接選挙で選ぶ参与議員
とから構成され、担う権能は公衆保健衛生、住宅、図書館等の基礎的LGUsとしてのものとなった。
これによって19世紀における地方制度の改革は完了する。
　5－3．この時期の英での特色
①LGUs編成等…　英では、広域LGUs（カウンティ）が自治団体化するとともに、基礎レベルでは
CBs以外の地域にDCsが設定されて簡素・体系化されたが、それは仏・独では従前から整備されてい
た姿に近くなったものであった。草の根レベルでパリッシュの復興が企図されたことも注目される
が、仏では、教区は今日に至るまで基礎LGUsのベースであり、英におけるような問題意識は生じな
い状態にあった。
②（自治）行政機構…　仏ではコミューンの自治機構として「議会＋（互選による）首長ほか執行部」
というパターンが確立、独でも首長や参事会という執行機関の役割が大きい機構が整備されたが、英
では議会自体が審議決定と執行を担うことが特色になった。
③担い手の選任…　独では3級選挙制の中で改革し、英では「1人1票」の秘密投票にはなったが、
なお資産税支払いに関係づけた制限選挙制だった。
④IGR…　英ではLGUsの体制整備は実現したが、地方＋中央IGRの基本は変化がなく、分野ごと
のタテ割りでの中央統制がなされていく。仏では、コミューンの自治権が拡大しつつ中央による後見
監督は維持されていたから、IGRの面では両国とも大きな基本的変化は見られない。
　5－4．19世紀末における地方制度
5－4－1．仏・独の19世紀末における地方制度
（1）仏国の地方制度　仏では、地方自治／行政単位編成が、全国画一的で、首都パリの特例はあるが、
一般には、都市部も農村部も、基礎レベルはコミューン、広域レベルは県（＋郡）であった。コミュー
ンでは、男子普通選挙で公選される議員が構成する議会が議決機関であり、その議員中から執行機関
たるメールが互選された。一方、広域単位では、公選による議会が一部の事務を議決するものの、執
行機関は中央政府の任命する官僚たる地方長官であり、その権限は絶大で、コミューンの行財政につ
17J．Redlich　and　F．W．Hirst，　op．cit，（2／e　l970），p．216，
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　　　　　［図5－4－2］19世紀末のイングランドにおける地方自治単位編成
《ロンドン地域》　　　《都市地域》　　　　　　　《農村地域》
　　　ロンドン都　一……カウンティ・バラ
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　　　　　　1
　シティ　首都特別区　　　　　　　　非カウン
（The　City）（Metropolitan　　　　　　　ティ・バラ
　　　　　　　　Boroughs）　　　　　　　　　（Non－County
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カウンティ
（C nties）
市街地ディ　農村ディ
ストリクト　ストリクト
　（Urban　　　（Rural
　Districts）　　Distric七s）
パリッシュ
（Parishes）
いての後見監督も行うシステムになっていた。
（2）独国における状況　世紀末の時点では、住民を中心とするゲマインデの観念と民主的な選挙によ
る議会制度が、ワイマール憲法が制定される1919年以前に、独全土において実現する状態に至ってい
た。独における19世紀中の地方制度改革の動向を簡明に概括することは困難である。ただ、中心的な
立場にあったプロイセンでの動きを中心に、北部、西部、南部など地域的な差異も見せつつ行きつ戻
りつしながら、民主的な地方自治の仕組みが次第に整えられ、制度的にはほぼ整備し終える段階にな
る。
5－4－2．イングランドにおける地方制度の体系化
　直接公選（ただし制限選挙）によるカウンティ議会制度の実現は、「特定階級のみによる統治の最後
の陣地は攻撃され、今や、代表民主政（representative　democracy）の原理がイングランドにおける行
政のあらゆる分野に拡大された」18と評されるほどの大改革だった。
（1）地方制度の体系化　英では、19世紀末に至って、［図5－4－2］に見るような体系化された地方制度が
形成され、1830年代以来の地方制度改革は一応完了し、その後、1960～70年代に至るまでの問、基本
的な枠組みにおいて変更されることなく持続する。
（2）行政特別組織から総合的行政主体へ　19世紀における英での地方制度改革について総括的に振り
返り、改革の進んだ方向を一口で表現するならば、個別的な地方法から普遍的な公共一般法へと中心
的な立法の形式が変化し、行政特別組織から公選による総合的行政主体へと地方自治の中心的な主体
が交替する方向であった。
18J．Redlich　and　F．W．Hirst，　op．cit，（2／e　1970），p．208．
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　たしかに行政特別組織は、形骸化した旧来のバラやパリッシュに代わって、有効な地方行政主体と
して機能したが、あまりに個別的だったために、行政機能、区域、選挙制度等あらゆる面で錯綜した
状態が生まれ、中央政府による地方行政への関与を増大する志向と重なり合って、制度の簡素化が進
められた。同時に国政レベルでの選挙制度の民主化が進行しており、その波は地方選挙にも及んで地
方行政主体の民主化が進み、19世紀末には、あらゆる地域で、制限選挙制ながら公選による議員が構
成する地方議会（councils）が総合的地方行政主体として形成されるに至った。
　19世紀末近くに形が整った地方制度は、その後、1960年代に至るまでの問、基本的枠組みを維持す
ることとなる。20世紀の前半は、2つの世界大戦を経験するとともに、国政では自由党の凋落と労働
党の躍進さらに1918年選挙法改正による女性参政権の実現など重要な政治変動を見ることとなるが、
地方制度に関する限りは19世紀末近くに形成された基本的構造を維持しながらの改革が進められる。
世紀の転換期においても従前のシステムが残存していた行政分野は教育と救貧くらいだったが、20世
紀になると、その両者も他の分野と同じく基本的構造の中へ吸収されることとなる。
　英では、一定区域ごとに単一の行政主体に多くの事務を集約して総合性を確保する方式が具体化さ
れた結果、USAで今日なお同一地点に学校区など担当任務の異なる幾つもの特定目的区（special　dis－
tricts）が重畳的に存在するのとは異なり、仏・独と同様に総合的LGUsを基本とする簡素・効率化し
た地方制度を持つに至ったのである。
5－4－3．19世紀末のイングランドにおける特色
①LGUs編成等…　英でも、各種LGUsの混在という状態が整理・簡素化され、広域レベルLGUs
（カウンティ）がようやく地方自治単位となり、ディストリクトとカウンティという2層制を基本とす
るLGUs編成が整って、仏・独とも比較しやすい姿になった。一部の都市にCBの地位を与え周辺農
村部を所管する広域単位（カウンティ）から切り離す方式は、仏には無く、独には有るもので、英国独
特というわけではない。
　LGUsの性格づけの面では、仏・独ではその所轄する地域と住民の総体に法人格を付与するが、英
では議会を法人とする19。仏で1880年代にはコミューンに「一般的権限」を明認し、また広域的共同処
理のための事務組合が制度化されたが、英国では21世紀初めに至るまで限定列挙的な権限付与方式が
続き、また事務組合の設立は個別分野の立法で認める場合に限られており、それが地方の自治を制約
する法的枠組みの特色にもなってきた。
②（自治）行政機構…　英では、基礎・広域の両レベルとも議会が自治団体となり、審議決定＋執行
の両方の機能を本会議自体が担う方式となった。それは20世紀末に至るまで英の特色として基本的に
存続する。基礎LGUsにおける仏での「公選議会＋その選任する首長＆執行部」（1880年代の改革で
確立）、独での「議会＋その選任する参事会＆首長」という仕組みとは顕著な相違であったし、広域レ
19　この点については筆者著『体系比較地方自治』（平成22年・ぎょうせい刊）p．476他を参照されたい。英米法系の方式
　では同一地域に複数のLGUsを重畳して設立し各々に法人格を与えうることになる。
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ベルでも、仏での「任命制の県長官（と郡長）＋公選議会」とも、独での「郡議会＋参事会＋郡長」と
も異なる純粋な議会制によることが、英の特色となった。
③担い手…　　広域レベルも含めて地方議会議員を「1人1票」の直接公選で選挙する方式が英でも
実現したが、国会議員選挙を含めて資産税支払いに関係づけた制限選挙制である点には変わりがなく、
民主主義の観点からは仏での普通選挙制に後れをとったままだった。その意味では、上記のJRedlich
and　F．W．Hirstの評価は、英の歴史的経路やドイツ人の眼から見て妥当であるに過ぎない。
④IGR…　仏では一般的権限付与などの自治権強化はあったものの、中央による後見監督の仕組み
に変わりはなく、19世紀末時点でも引き続き強度の中央集権制だった。一方、英では、広域LGUの中
心が公選議会になった点は分権・自治の重要な要素だが、「限定列挙式権限付与」と「越権行為の法理」
Cultra　vires’doctrine）に象徴される立法＋司法による厳格な中央統制枠組みの存在と、中央行政府
の本省庁ごとによる直接的なタテ割りでの行財政統制は、1830年代の救貧法改正法以来順次強化され
ていき、結局、仏とは異なる形ながら、やはり強力な中央集権制が今日に至るまで存続することにな
る。
［参考文献］今回（平成22年度）頂いた特別研究の機会に収集したものを含め、本稿執筆の参考とした
文献等については、ここではスペースの関係から省略し、本稿での論議を包含して今後に執筆完了を
予定している英国地方制度の歴史全般についての論稿の中で示すこととさせて頂きたい。
　なおドイツでの地方制度の歴史についてはA．Gern，“Deutsches　Kommunalrecht”（1994）、　H．
Wollmann　et　al　ed．，“Kommunalpolitik－Politisches　Handeln　in　den　Gemeinden”（1999），及びMeyers
Lexikonverlag，“Wie　funktioniert　das？Stadte，　Kreise　und　Gemeinde”（1986）を石川義憲氏に抄訳頂
いたものを主たる参考としたので、ここで特に謝意を込めて記しておく。
一157一
